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平成 30 年 4 月 16 日 

各 位 

会 社 名 株 式 会 社 電 算

代 表 者 名 代表取締役社長 轟  一 太

（コード番号：3640 東証一部）

問合せ先 取締役管理本部長 丸 山 沢 水

（ TEL. 026-224-6666 ）

 

（変更）「新製品開発に関するお知らせ」に関する一部変更の件 

 

平成 29 年１月 30 日に開示いたしました「（変更）「新製品開発に関するお知らせ」に関する一

部変更の件」において、精査中としておりました新製品の発売開始の時期及び開発のために支出す

る最終的な費用につきまして、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．新製品名 

地方公共団体向け新総合行政情報システム 

 

２．変更の内容 

新製品の発売開始の時期及び新製品開発のために支出する費用の変更点は下記のとおり

です。 

 
新製品の発売開始の時期 

新製品開発のために 

支出する費用 

変更前 

精査中 精査中 

参考（平成 27 年 5月 13 日開示） 

平成 29 年 1 月 

参考（平成 28 年 3月 15 日開示） 

約 64.7 億円 

変更後 平成 30 年 10 月 約 105.7 億円 

 

３．変更の理由 

平成 29 年 1 月 30 日に開示いたしましたとおり、ファーストユーザーの稼働に向けて運用

テストを開始しましたが、製品の品質に課題があることが明確になったため発売開始時期を

延期し、残作業の確認、システムの完成に向けた開発工数及び開発費の精査を進めてまいり

ました。 
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その結果、各業務における不具合や仕様不足等の課題事項が明確になり、各プロセスにお

ける適切なテストの実施や内部検証等、品質向上に必要な対策を実施いたしました。あわせ

て、平成 29 年 1 月以降に発生した法制度改正の組み込みと機能向上の対応を実施しており

ます。 

これらの作業の規模に基づき、開発計画を見直した結果、新製品開発のために支出する費

用は約 105.7 億円、開発完了期日を平成 30 年 9 月末とし、新製品の発売開始の時期を平成

30 年 10 月といたします。 

 

４．今後の見通し 

本件による平成 30 年３月期に与える影響は軽微であると予想しております。なお、当該

研究開発の進捗により、今後の業績に重要な影響が見込まれる場合は、速やかに公表いたし

ます。 

以上 

 

（参考）平成 30 年３月期業績予想（平成 29 年５月 15 日公表分）及び平成 29 年３月期実績 

 （単位：百万円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成 30 年３月期業績予想 14,600 890 902 621 

平成 29 年３月期実績 14,799 586 600 419 

 


